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国立大学法人北見工業大学 中期目標 

 

大学の基本的な目標 

 北見工業大学は、昭和 35 年に国立工業短期大学として設置された後、昭和 41 年に北海道

の更なる開発振興を担う工業技術者等も育成するため、四年制の工業大学に移行して 37 年

になる。この間、北見工業大学は、教育研究の質の向上を図りつつ、産業界や地域の要請

にも応えて、大学の規模、構成、及びその役割について自己改革を積極的に推進しつつ、

時代の変遷に伴う学生気質等の変化にも的確に対応してきた。 

今後、学部教育においては少子化時代に適合して、個別の学修指導と体験学習を強化す

ることで、総合的な視野を踏まえた実践的問題解決力を有する技術者を養成する。また、

大学院教育においては、今後の科学技術創造立国の一翼を担うため、我が国の産業社会を

支える高度な専門的知識と国際性を備えた高度技術者の養成を目指す。 
研究面では、これまでの北見工業大学の立地条件を活かした寒冷域工学等に関する研究

実績をさらに発展させるとともに、最先端の学問分野や学際領域での研究も推進し、一層

の個性化、活性化、高度化を達成する中で、「自然と調和するテクノロジーの発展を目指し

て」をスローガンに掲げ、時代と社会の要請に的確に応えつつ、「知」の時代にふさわしい

国際的にも評価される個性輝く大学を目指す。 

 このような目標を達成するため、北見工業大学の中期目標を以下のとおり定める。 
【教育】 

学部教育においては、ファカルティーディベロップメント（FD）を推進することによっ

て、「主体的に学ぶことへの意欲を喚起する教育」を実現する。そのため、教育方法自体に

関する工夫・改善の一方策として、学生参加型授業を重視し、学生自身の創意工夫を活か

せる「実践的な教育」の実現を目指す。 

大学院教育では、総合的な視野を背景とした上で、創造性に富み、企画力、指導力を持

った高度技術者を養成する。そのため、大学院組織を改組し、独創的で高度な教育研究を

推進できるようカリキュラム体系の整備・構築を進める中で、「未来志向を喚起する教育」

を行い、「知」の世紀をリードする個性ある高度技術者・研究者を養成する。 

なお、学部・大学院を通して、国際社会に適応可能な語学力と素養等も身に付けさせ、

多様な異文化と協調でき、しかも、自らが新しい時代を切り拓くことのできるよう、たく

ましい日本人を育成するための「人間力教育」の充実を目指す。 

【研究】 

北見工業大学の多くの分野でのこれまでの研究実績を踏まえて、より「個性」輝く研究

を発展させるため、北見工業大学の立地環境を活かした寒冷域のエネルギー・環境、社会

基盤技術に関する研究を一つの中心的な柱とする。また、農業地帯に立地する工業大学と

しての独自の役割も積極的に拡大して行けるよう、バイオ・材料分野を強化するとともに、

農学系大学との連携も深め、境界領域での研究分野を開拓し、地場産業の振興にも貢献す

る。さらに、情報科学分野と医科系大学との連携により、福祉工学分野等の境界領域の開

拓にも取り組む。もって、これら重点化を進める分野の中から、質の高い特色ある研究を

育成し、その水準の飛躍的向上を目指す。 

【社会貢献・国際交流】 

地方大学には、教育・研究あるいは人材養成を通してその地域社会への貢献が求められ

る。北見工業大学では、地域共同研究センターを中心に、多くの事業を通して地域との連

携・協力を進めているが、今後は、地方自治体との協力体制を一層強化することによって、

地域のニーズに密着した貢献を図り、地域社会の教育、経済、文化レベルの向上に寄与す



 2

る。 

また、国際貢献と教育研究の国際化の一層の進展を図るため、学内体制の見直しを行う。

この中で、留学生の受け入れ、北見工業大学学生の派遣の促進、及び研究者の交流が推進

できるような制度を構築する。 

 

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 

１ 中期目標の期間 

中期目標の期間は、学部・大学院のカリキュラムの編成なども考慮し、平成 16 年 4

月 1日から平成 22 年 3 月 31 日までの 6年間とする。 

２ 教育研究上の基本組織 

   この中期目標を達成するため、別表に記載する学部、研究科を置く。 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（1）教育の成果に関する目標 

〇 教養教育の成果に関する目標 

教養教育は、設置基準にあるように「幅広く深い教養」と「豊かな人間性」を育

むことはもちろんであるが、加えて発表力、文章力のような「学術リテラシー」も

身に付けさせるとともに、国際観、倫理観等の人間力を高める教育を目指す。 

〇 学士課程の教育の成果に関する目標 

学士課程の教育においては、工学専門分野の基礎学力を修得した上で、専門分野

及びそれに密接に関連する応用課題についての体験学習を通じて、理解力、判断力、

応用力、問題解決力などを高める教育を行う。 

〇 大学院課程の教育の成果に関する目標 

大学院教育においては、「科学技術創造立国日本」の担い手となれるよう、高度な

専門性の涵養が求められる。そのため、学部教育の基礎の上に、より高度な専門的

知識や技術を教授するとともに、留学生・外国人研究者との交流も進め、総合的視

野を背景として、国際性、企画力、指導力、創造性を兼ね備えた人材を養成する。 

（2）教育内容等に関する目標 

ⅰ）学士課程 

    「向学心」を持ち、かつ「もの創り」に意欲を持つ「工学を志す心（工学心）」の

ある学生が入学することをアドミッションポリシーとしているが、入学後の教育課

程においては、低学年では、学生の「好奇心」を「向学心」「工学心」に向かわせる

ことを目標とする。また、中・高学年では、実習、実験、体験学習等を通じ、理解

力、判断力、応用力、問題解決能力などを涵養する中で、科学技術の基盤となる基

礎学力を確実に修得させることを目標とする。成績評価としては、通常の学力評価

に加え、学生自らが主体的に取り組んだ成果も反映できるシステムの構築を目指す。 

ⅱ）大学院課程 

    学士課程を通して「工学」に対する魅力を培い、その上で、問題の「発掘」から

「解決」に至るまでの研究を遂行することの重要性を認識した、「向学心」の高い学

生が入学することをポリシーとする。入学後の教育課程では、学部教育の基礎学力

の上に立脚した専門科目の修得に加え、修士論文研究を通じ自らの独創的発想を育

むことの重要性を修得させることを目標とする。成績評価としては、学士課程にも

増して、学生の主体的で積極的取り組みを高く評価するシステムを構築する。 
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（3）教育の実施体制等に関する目標 

   学士課程においては、入学する学生の多様化に伴い、少人数対応の科目、「向学心」

及び「工学心」に結びつけるための科目の充実が必要不可欠となる。このことに伴い、

教育に対する労力が増大することから、実効性のある教育実施体制と、事務支援体制

の構築を目標とする。教育施設・設備面の強化についても図書館機能の充実、情報ネ

ットワークの充実など学生の要望が高い教育環境整備に予算を重点配分する。さらに、

教育に関する貢献についても、的確な評価ができるシステムの構築を進める。 

（4）学生の支援に関する目標 

学生のニーズを的確に把握し、北見工業大学への入学から卒業に至る、学習・研究

及び生活の全ての面で支援体制を充実・強化させることにより、留学生等を含むすべ

ての学生が、在学中快適な学園生活を享受できる環境を作り出すように努める。具体

的な学生への対応は、奨学金などの経済支援、健康管理、修学相談、就職相談など多

様となるが、充実したキャンパスライフを支援するための相談機能の充実は重要であ

る。また、課外活動施設、学生寮、福利厚生施設などの施設面の他、情報サービス機

器や課外活動備品など設備面での環境整備にも努力する。 

2 研究に関する目標 

（1）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

研究面では、これまでに培ってきた特色ある研究分野、高い水準にあると評価を受

けている研究分野、あるいは地域の特質や産業の背景、及び要請等の高い研究分野に

重点化し、その研究水準の向上と成果の社会への還元を目指す。したがって、研究分

野は、基礎的分野から応用的な分野までとなることは当然であるが、学会活動を中心

としたその学術水準は、各研究分野において国際的にも評価される水準となることが

必要となる。 
一方、社会への還元を中心とした実用化を目指す応用研究は、地域に根差した研究

を進展させる中で、雇用創出などの経済効果の高い産業の創生、商品化につながる特

許の取得等を積極的に推進をすることが目標になる。 

（2）研究実施体制等の整備に関する目標 

研究組織の弾力的運用を行うため、重点研究分野にある比率で教員を配置し、大型

研究プロジェクトを構成し得る組織を構築する。したがって、この中期目標期間の教

員採用については、最重点分野を中心に優秀な研究者の採用を進める。また、有能な

若手研究者・女性研究者・外国人研究者の任用を促進し、教員採用の公募制の徹底と

任期制の導入により、研究者の流動性を高める。なお、研究の活性化には有能な研究

者とそれを支援するスタッフが必要であるが、近年 RA や非常勤研究員の採用の自由度

が増大しているので、この制度を最大限活用する。また、技術的基盤を支える技術職

員の役割も重要であり、これら人的資源の有効活用を図り、効率的・効果的な研究支

援体制を構築する。 

さらに、研究専念時間を確保するとともに、研究スペース・設備の効果的な運用の

ためのシステムを構築する。特に、優秀な若手研究者の研究専念時間を確保し、高額

機器の有効活用を図るための制度を構築する。 
研究の質の向上及び改善は、研究の重点化による規模の拡大、研究支援体制の整備、

適切な評価システムが機能して進展する。そのため、大学評価・学位授与機構と今後

設置を進める北見工業大学の評価委員会の評価結果をもとに、待遇面への反映あるい

は改善命令が出せるようなシステムを構築する。 

また、北見工業大学の教育研究の活性化、高度化、個性化を推進するためには、現
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在設置されている地域共同研究センター、機器分析センター、未利用エネルギー研究

センター、サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーの充実が重要であり、

これらと教育研究組織の一体的な運営体系を検討する。 

3 その他の目標 

（1）社会との連携、国際交流等に関する目標 

地域社会との連携・協力を促進するための組織として、北見工業大学には、地域住

民代表、企業代表、自治体代表等が委員となった地域懇話会、及び地域共同研究セン

ターを支援するために設立された推進協議会などがあるが、平成 14 年度にこれらを統

括するため産・学・官の代表で作る北見地域連携推進協議会を発足させ、広く地域社

会のニーズを収集し、情報発信ができるように改めている。この活動はスタートした

ばかりであるが、学内の地域連携・研究戦略室との連携を整備し、地域社会への研究

面、教育面でのサービス体制を確立する。 
国際的な連携・協力には、教育面と研究面での対応が必要である。教育面では留学

生の受け入れと北見工業大学学生の海外派遣とがあるが、交流協定校の拡大を図り、

短期留学生の相互交流を増大させる。研究面では国際共同研究などを推進するととも

に、これまでの北見工業大学の研究成果などを発展途上国などに還元する。また、協

定大学の研究者との相互交流を進めるために、定期的に国際シンポジウムを企画する。 
 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

教育・研究・社会貢献を柔軟に効率よく推進するためには、それぞれの目的別に運営

体制を改善して業務内容の重複を避け、かつ全体としての調和を図る必要がある。 

主に教学面を審議する教育研究評議会や教授会を学長の権限と責任においてよりダイ

ナミックで機動的な大学運営が実現できる構成とするとともに、教育研究・運営等で学

長がより強いリーダーシップと経営手腕を発揮できる体制を整備し、大学の資源配分の

基本戦略についての全学的合意を形成し、これを円滑に実現する。 
また、産学官連携の強化などに対応できるよう事務組織及び委員会組織を強化する。 
2 教育研究組織の見直しに関する目標 

教育研究組織は、大学が本来果たすべき役割を実現する上で基幹となるべきものであ

り、北見工業大学でもそれぞれの工学分野に固有で必須な学問と技術体系に根ざしつつ

も、日進月歩する科学技術の新展開と社会的な要請に的確に応え得る組織とする必要が

ある。そのため、中期目標・計画の設定期間に対応させて、その節目毎に絶えず見直し

を図り、弾力的設計を重視する立場から改組・転換にも取り組むこととする。 
3 教職員人事の適正化に関する目標 

大学がその本来目的を達成するためには、大学を構成している人的資源を最大限に有

効に活用する必要があることは言うまでもない。そのためには、非公務員型を活かした

柔軟で多様な人事システムを構築するとともに、それぞれの職種に属する教職員の全て

が、その持てる能力を十分に発揮できるように配慮する必要がある。その際、教職員の

勤労意欲の向上を図る動機付けとして、給与の適正化は不可欠である。したがって、個々

の教職員に対して、それぞれの職務に期待される職務内容と水準、及びその評価基準を

明確にした上で、その業績を給与に適切に反映させ得る人事システムを早期に構築する

ことを基本方針とする。 
また、教育研究活動の活性化、高度化の源泉が優秀な人材確保にあることは言うまで

もない。そのためには、多様な経験と多才な能力の結集が基本となるので、より優秀な
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人材をできるだけ多数確保できるよう、教員の流動性の向上を図ることは重要な意義が

ある。この点に関連して、北見工業大学では、これまでも教員人事は公募制を原則とし

ているので、今後もこれを堅持するとともに、早期に任期制を導入する。 
 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

大学運営の企画立案等への参画、教育・研究支援事務、労務管理、財務管理等の多様

化する要請に積極的に応える事務体制を整備し、人材の効率的な配置と業務全般の効率

化・合理化を図る。 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 

大学の活性化と財政健全化を考えると、外部資金あるいは自己収入等の確保はきわめ

て重要となる。そのため、教職員の意識改革を進めるとともに、外部資金導入にインセ

ンティブ制度を設けるなどして資金獲得を拡大する。また、大学支援組織からの寄附の

受け入れ体制も整備する。 

２ 経費の抑制に関する目標 

「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）において示された総人件費

改革の実行計画を踏まえ、人員配置の適正化などを進め、人件費削減の取組を行う。 

また、今後の教育研究の高度化・活性化を考慮しつつ、各種業務の合理化、効率的な

施設運営を進め、管理的経費を節減する。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

体育施設、講堂、講義室、図書館、研究センター、及び研修所などは、効果的に教育

研究等の利用に供するとともに、地域社会等にも積極的に開放し貢献することに努める。 

また、運営費交付金、外部資金等を効果的に教育研究等に資するとともに、これらの

資金等の適切な管理に努める 

 

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

教育研究等の自己点検評価体制を確立するとともに、大学評価・学位授与機構の評価

結果などに基づき、教育研究あるいは業務の改善を進め大学の活性化を図る。 

２ 情報公開等の推進に関する目標 

教育研究活動に関する情報を広く公開し、受験生の確保、生涯学習の推進、企業等と

の研究協力体制の活性化を図る。 

また、北見工業大学の情報発信の一元化を進め、対象者に応じた的確かつ適時性のあ

る広報システムを確立する。 

 

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

大学の活性化・個性化・高度化を推進するため、重点的かつ計画的に施設・設備の更

新あるいは整備を行い、国際水準を満たす教育研究環境の構築を目指す。 

２ 安全管理に関する目標 

教職員、学生等の教育研究活動時の安全教育を進め、学内の防災・安全管理体制を確

立する。 

また、「自然と調和するテクノロジーの発展を目指す大学」に相応しい学内環境整備の
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ための活動を進める。 

 
別 表（学部、研究科） 
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